〈消費税廃止各界連〉

08年８月定例行動の宣伝用スポット（08年８月19日作成、自由にアレンジをお願いします）
　
ご通行中のみなさん、私たちは消費税廃止各界連です。消費税大増税に反対する宣伝・署名活動をおこなっています。ご協力をお願いします。

みなさん。福田改造内閣が８月１日発足しましたが、自民党幹事長に麻生太郎氏が就任、自民党税調会長は津島雄二氏が留任。財務省に伊吹文明氏、国交相は谷垣禎一氏、経済財政相に与謝野馨氏が就任するなど、マスコミからも「消費税増税地ならし内閣」「増税布石内閣」などと呼ばれるように、増税論者を集めたのが特徴です。「来年度は、増税はむずかしい」といっていますが、この秋消費税を含む税制の抜本改革論議をおこなうことを決めており、「消費税増税の道筋をつける」のがねらいです。福田首相は「消費税増税へ決断のとき」と言ったあと、「世論がどう反応するか、一生懸命考えている」と言いました。いまこそ、「消費税増税などとんでもない」と、国民が大きな声を上げるときではないでしょうか。

福田首相はじめ政府・与党、財界が消費税増税こそ最終的なねらいとしていることは、はっきりしています。政府の財政制度審議会の会長は「来年度で消費税増税をやるべき」との考えを表明しました。閣議決定した「骨太方針２００８」でも「消費税を含む税体系の抜本的改革を早期に実現する」といっています。財界も７月末の「緊急提言」で「消費税の引き上げを含む税・社会保障制度の一体改革の断行が不可欠」と圧力をかけています。

みなさん、「消費税は福祉のため」と言われますが本当でしょうか。07年度末までに国民が支払った消費税は１８８兆円ですが、大企業の法人税などは１５９兆円も減収になりました。ここには、消費税が福祉のためではなく、大企業の減税の穴埋めに使われたことがはっきりと示されています。これほどまでに社会保障を悪くし、後期高齢者医療制度など最悪の医療制度をつくって世代間の対立をあおり、お年寄りを大事にしない政治を続けておきながら、いままた、「社会保障のため」といって消費税増税を言うのは、あまりにも国民をばかにした話ではないでしょうか。

みなさん。国民生活はどうでしょうか。この間９年連続で給料が減るなど、暮らしはますます厳しくなっています。非正規社員は増大、年収２００万円以下の人は１０００万人を超えました。「構造改革」の強行で貧困と格差がいっそう深刻になっています。こうしたなか、毎年２２００億円も社会保障予算を削るという冷酷な政府の福祉破壊により、国民のあちこちから悲鳴が上がっています。
一方、もうかったのは大企業です。資本金10億円以上の大企業は、２００６年に経常利益は32兆８千億円とバブル期を大きく上回り、過去最高となりましたが、納めた税金は横ばいです。これは法人税率を10％以上も引き下げているからです。株でもうける人にも税率を10％にまけてやるという軽減税率を続けています。この上に、消費を冷やす最悪の大衆課税であり、弱者に重い逆進的な税制で、中小企業の営業破壊税である、消費税を増税するというのは、最悪の選択です。

みなさん。いまやるべきは、大企業・大資産家に「もうけにふさわしい税金を負担させること」、防衛予算やむだな道路建設の計画などにもメスを入れることです。官僚と商社の癒着で水増しが明らかになった防衛予算は毎年約５兆円。アメリカいいなりに出し続けてきた「思いやり予算」は年間２０００億円、累計で５兆円以上にもなりました。見直すべきところを見直せば、財源は十分にあります。
いまこそ、「消費税増税ノー」「大企業・大資産家に応分の負担を」の声を大きくするときです。消費税廃止各界連絡会がすすめている署名にご協力ください。
